
令和７年度機構要求の概要

海上保安能力の強化、国民の安全・安心を守る業務基盤の充
実に対応するための要員として、325人を要求

定員要求 〔325人〕

○ 海上保安能力の強化 226人
・ 新たな脅威に備えた高次的な尖閣領海警備能力のための要員 （124人）
・ 新技術等を活用した隙の無い広域海洋監視能力のための要員 （46人）
・ 戦略的な国内外の関係機関との連携・支援能力のための要員 （17人）
・ 海洋権益確保に資する優位性を持った海洋調査能力のための要員 （11人）
・ 強固な業務基盤能力のための要員 （28人）

○ 国民の安全・安心を守る業務基盤の充実 99人
・ 治安・安全対策等の強化のための要員 （99人）

令和７年度定員要求の概要

○ 海洋安全保障ＭＤＡ推進のための海洋監視体制の強化
  ・  警備救難部管理課「海洋監視企画官」（仮称）の設置
    ※MDA：海洋状況把握（Maritime Domain Awareness）

○ デジタル技術を活用した業務の効率化
  ・  総務部情報通信課「デジタル技術推進官」（仮称）の設置
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増員 316 104 338 467 423 436 385 424 428 393

合理化等 ▲ 216 0 ▲ 220 ▲ 217 ▲ 239 ▲ 286 ▲ 286 ▲ 313 ▲285 ▲286

純増数 100 104 118 250 184 150 99 111 143 107

（緊急増員）（緊急増員を除く）


